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○畔柳会長 それでは、時間が参りましたので、ただいまから「地方制度調査会第３回総

会」を開会させていただきます。 

 委員の皆様には、御多忙の中を御出席いただきまして、ありがとうございます。 

 まず初めに、本日は、公務御多忙の中、土屋総務副大臣に御出席いただいておりますの

で、御挨拶をいただきたいと思います。 

 土屋副大臣、お願いいたします。 

○土屋総務副大臣 ただいま御紹介賜りました総務副大臣を務めております土屋でござい

ます。 

 きょうは１時から予算委員会が開催され、総務大臣がそちらに出席をいたしております

ので、私がかわって御挨拶を申し上げる次第でございます。それにもかかわらず、若干お

くれたことを重ねておわびを申し上げます。きょうは、エジプト・アラブ共和国のエルシ

ーシ大統領がお見えになり、12時20分から御挨拶を本会議場でいただいていた関係があり、

大変失礼をいたしましたが、どうぞお許しをいただきたいと存じます。 

 第31次地方制度調査会第３回総会に当たりまして、総務省を代表して一言御挨拶を申し

述べます。 

 畔柳会長を初め、委員の皆様方におかれましては、安倍総理から本調査会に諮問があっ

た一昨年５月以来、大変御多忙の中にもかかわらず、精力的に御審議を賜り、議論を深め

ていただいたと承っております。人口減少社会に的確に対応する地方行政の体制と地方公

共団体におけるガバナンスのあり方の２つの諮問事項でありますが、この検討テーマの答

申をお諮りいただく段に至りましたこと、厚く御礼を申し上げるとともに、深く敬意を申

し上げたいと存じます。 

 さて、安倍内閣は、デフレ脱却、経済再生に向けてこの３年間全力を挙げてまいりまし

た。この結果、名目GDPが28兆円増加するなど、我が国の経済、雇用環境、国、地方の財政

状況が改善し、もはやデフレではないという状況まで来たと考えております。これまでの

成果の上に、第二ステージでは、アベノミクスによる経済の好循環を一層確かなものにし、

全国津々浦々に効果を届け、元気で豊かな地域の創生につなげることが目下の最重要課題

であります。そのために今、人口減少社会でもそれぞれの地域において人々が安心して快

適に暮らせることが大前提であります。今回の答申案は人々の暮らしを支える行政サービ

スが人口減少社会にあっても持続可能な形で提供され続けるよう、地方行政体制やガバナ

ンスに関する具体策が織り込まれると承っております。大変意義深いものでありますので、

総務省としても、本調査会の御議論を十分に踏まえ、本答申案の実現に向けて全力を尽く

してまいる考えであります。 

 以上がおあずかりした御挨拶でありますが、実は私は、国会の合間を縫って、土曜、日

曜に１泊２日で京都府の日本海側の地域、但馬・丹後の地域を視察してまいりました。５

市２町で30万人というスケールの地域でありますが、この５市２町の首長さんがそれぞれ

の力を生かしながら、大変協力をしながら、言ってみれば、法定の協議会ではないのです
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けれども、自主的な協議会で横の連携をとって頑張っている姿を見てまいりました。そし

て改めて、日本には宝物がいっぱいあるなという思いで帰ってきた次第でございます。皆

様方にお示しいただきました方向を大いにヒントにして、全国の各地域が頑張っていくこ

とを心から期待いたしたいと存じます。 

 畔柳会長初め、委員の皆様方に重ねて御礼申し上げて御挨拶といたします。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 なお、土屋副大臣はこの後、御公務のために退席されます。 

○土屋副大臣 失礼いたします。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

（土屋総務副大臣退席） 

○畔柳会長 それでは、議事に先立ちまして、報告いたします。 

 昨年３月２日に開催しました第２回総会以降、４名の委員の御異動がございましたので、

新たに就任された委員を御紹介いたします。 

 まず、衆議院議員の西銘恒三郎委員でございます。 

 次に、全国都道府県議会議長会会長で埼玉県議会議長の本木委員でございます。 

 次に、全国市議会議長会会長で香川県高松市議会議長の岡下勝彦委員でございます。 

 最後に、全国町村議会議長会会長で三重県朝日町議会議長の飯田德昭委員でございます。 

 それでは、早速議事に入らせていただきますが、総会が始まります前に運営委員会が行

われましたので、まずその結果につきまして、運営委員長であります碓井副会長から報告

をお願いします。 

○碓井副会長 運営委員会においては、本日の総会の運営等につきまして、相談いたしま

した。その結果、本日の総会におきましては、答申（案）について御審議いただくことと

決定いたしました。 

○畔柳会長 それでは、専門小委員会における審議状況について、長谷部委員長から御説

明いただきたいと存じます。 

○長谷部委員長 御報告を申し上げます。 

 今次の地方制度調査会では、平成26年５月15日に開催された第１回総会において、安倍

内閣総理大臣から、個性を活かし自立した地方をつくる観点から、人口減少社会に的確に

対応する三大都市圏及び地方圏の地方行政体制のあり方、議会制度や監査制度等の地方公

共団体のガバナンスのあり方等について調査審議を求めるとの諮問を受けたところであり

ます。 

 専門小委員会においては、昨年３月２日に開催された第２回総会において決定された第

31次地方制度調査会の審議項目に沿って調査審議を行ってまいりました。具体的には、昨

年４月から６月にかけて、諮問事項のうち、人口減少社会に的確に対応する三大都市圏及

び地方圏の地方行政体制のあり方に関する議論を行い、昨年７月から10月にかけて、諮問

事項のうち、議会制度や監査制度等の地方公共団体のガバナンスのあり方に関する議論を
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行いました。その後、11月から12月にかけて答申（案）の取りまとめに向けた議論を行い、

地方六団体からの意見聴取を含め、延べ28回にわたる調査審議の末、昨年12月25日の第28

回専門小委員会において、専門小委員会として、人口減少社会に的確に対応する地方行政

体制及びガバナンスのあり方に関する答申（案）を取りまとめ、本日、同答申（案）を総

会にお諮りすることとなった次第であります。 

 それでは、専門小委員会で取りまとめました答申（案）につきまして、事務局からの朗

読をお願いいたします。 

○境行政課長 それでは、朗読させていただきます。 

人口減少社会に的確に対応する地方行政体制 

及びガバナンスのあり方に関する答申（案） 
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２ 監査委員等 

（１）基本的な認識 

（２）監査の実効性確保のあり方 

（３）監査の独立性・専門性のあり方 

（４）監査への適正な資源配分のあり方 

３ 議会 

（１）基本的な認識 

（２）議会制度や議会運営のあり方 

（３）議員に求められる役割 
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（２）住民訴訟制度等の見直し 

第１ 基本的な考え方 

１ 人口減少社会に対する現状認識 

 我が国は人口減少局面に突入しており、現状の人口動態が続けば、2060年（約50年後）

には人口が約8,700万になると予想されている。 

 現状の人口動態のままであれば、地方圏での生産年齢人口の大幅減、三大都市圏での

高齢者の大幅増により、2060年（約50年後）になっても、我が国全体の人口構成の不均

衡が続く見込みである。 

 また、人口移動の現状は、地方圏から東京圏への転入超過の状態にあり、今後、地方

圏から東京圏への転入超過が収束するかどうかが課題の一つである。 

 さらに、2050年（約40年後）までに、居住地域（１㎢毎の地点で見た場合）の６割以

上で人口が半分以下になり、さらにその地域のうち1/3（居住地域全体の約２割）では

人が住まなくなると推計され、人口の低密度化が生じる。 

 人口減少が地域にもたらす具体的な影響は、地域によって多様であるが、地域社会の

持続可能性についての危機意識が急速に高まっている。 

 人口減少社会にあっても、それぞれの地域において、地域経済が安定し、人々が快適

で安心な暮らしを営んでいけるような持続可能な地域社会の形成が求められる。 

２ 地方行政体制のあり方 

 地域社会の持続可能性を高めるためには、地域の総力を結集して人口減少がもたらす

課題に対応する必要がある。 

 その中で、住民に身近な行政サービスを総合的に提供する役割を有する市町村にあっ
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ては、地域経営の主体として、人口減少を食い止めるために必要な施策や人口減少に伴

い発生する課題を解決するために必要な施策等の人口減少対策を講じつつ、引き続き持

続可能な形で人々の暮らしを支える行政サービスを提供する必要がある。 

 とりわけ、地方圏において、早くから人口減少問題と向き合ってきた市町村は、中山

間地や離島等の条件不利地域を中心に、すでに厳しい現状に直面しており、行政サービ

スの持続可能な提供を確保することが喫緊の課題であると言える。 

 行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制を確立することが、人口減少対

策を的確に講じることにつながるものと考えられる。 

 市町村は、人口規模や地理的条件等において多様であり、まずはそれぞれの市町村が、

地方分権が進展する中で自らの創意工夫により、自主的に行政サービスを提供する必要

があるが、そのためには、ICTの活用等、社会経済の変化を踏まえた対応が求められる。 

 さらに、市町村は、人口減少の進行を踏まえると、行政サービスの持続可能な提供を

行うためには、自らの業務の見直しだけでなく、更なる工夫が求められる。 

（１）広域連携等による行政サービスの提供 

 人口減少社会において、高齢化や人口の低密度化等により行政コストが増大する一方

で資源が限られる中で、行政サービスを安定的、持続的、効率的かつ効果的に提供する

ためには、あらゆる行政サービスを単独の市町村だけで提供する発想は現実的ではなく、

各市町村の資源を有効に活用する観点からも、地方公共団体間の連携により提供するこ

とを、これまで以上に柔軟かつ積極的に進めていく必要がある。 

 このため、平成26年の改正地方自治法により新たに設けられた連携協約をはじめ、事

務の共同処理の仕組みを活用して地方公共団体間の広域連携を推進していくべきであ

る。 

 広域連携は、地方圏や三大都市圏それぞれの特性に応じた方法により推進すべきであ

り、その推進に当たっては、市町村間の連携を基本としつつ、中山間地や離島等の条件

不利地域のように、市町村間の連携による課題解決が困難な地域においては、広域自治

体としての都道府県が補完を行うことが考えられる。 

（２）外部資源の活用による行政サービスの提供 

 人口減少社会において資源が限られる中では、従来の地方公共団体間の事務の共同処

理の仕組みの他に、市町村業務について効率的に処理する方策として、外部資源を活用

し、かつ、共同で行える仕組みを充実することも重要な選択肢の一つである。 

（３）各主体の役割 

①市町村の役割 

 市町村は、住民に身近な基礎自治体として住民に対し行政サービスを適切に提供する

責任を有しているが、人口減少社会に的確に対応するため、例えば、市町村間の広域連

携等により行政サービスを提供することを進めていく場合においては、市町村が一部の

行政サービスを自ら直接提供しない場合や逆に圏域内の他の市町村の区域に係る行政
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サービスも提供する場合等、市町村の行政サービスの提供のあり方には、人口規模等の

状況に応じて多様な形態が出てくるものと考えられる。 

 そのような状況の中で、市町村は、他の主体と連携して行政サービスを提供すること

を進めていくこと等により節約される資源を、地域が持つ潜在的な力を高める分野に投

入し、地域づくりの政策や企画を行い、他の主体との調整を行う地域経営の主体として

の役割を果たすことができるかどうかが重要である。 

②都道府県の役割 

 人口減少社会において資源が限られる中で、行政サービスを安定的、持続的、効率的

かつ効果的に提供する観点から、広域自治体としての都道府県が果たすべき役割は重要

である。 

 市町村間の広域連携が可能な地域においては、市町村が広域連携を進めていく上で、

必要な助言や支援等、都道府県が担う連絡調整機能は重要なものである。 

 一方、市町村間の広域連携が困難な地域においては、当該地域に存する市町村が地域

経営を円滑に行えるよう、都道府県は、補完機能を発揮することが求められ、人口減少

の進行とともに、その役割は重要性を増していくことになる。 

 都道府県の役割については、これまで一般の市町村が担ってきた役割であっても、例

えば、国民健康保険事業の見直しのように、今後、人口減少がさらに進んだ場合におけ

る地域の状況を踏まえ、さらに議論する必要も出てくるものと考えられる。 

③地域コミュニティを支える主体の役割 

 地域コミュニティは、住民の参加の下、自治会・町内会等のコミュニティ組織やNPO

等の様々な団体の活動が支えており、公共サービスを支える観点も含め、人口減少社会

においてそれらの役割はますます重要となる。 

 こうした地域コミュニティを支える主体の組織のあり方、その自立的な運営のあり方、

企業のコミュニティへの参加のあり方等について、大都市のように現状ではコミュニテ

ィ意識が希薄な地域と、コミュニティ意識は高いが人口減少によりそれを支える資源が

縮小している地域とでは問題の所在が異なることを踏まえ、引き続き検討が必要である。 

３ ガバナンスのあり方 

 人口減少社会に的確に対応するため、資源が限られる中で、合意形成が困難な課題が

増大するとともに、地方分権改革の進展に伴い、地方公共団体の責任領域や自己決定権

が拡大していることを踏まえると、地方公共団体は、人口減少社会において合意形成が

困難な課題について解決することが期待されている。 

 また、これらの状況に加え、地方公共団体の事務の複雑・多様化や行革の進展により、

地方公共団体の行政サービス提供体制が変化していることもあり、住民の福祉の増進に

努め、最少の経費で最大の効果を挙げるよう、地方公共団体の事務の適正性の確保の要

請が高まる。 

 加えて、多様な行政サービスの提供形態があり得るが、それらが適切かどうかについ
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てもチェックすることが必要になってくる。 

 これらについては、人口規模の大小や地理的条件等に関わらず求められるものであり、

それぞれの地域の実情に即して、地方公共団体の事務の適正性の確保の要請に応える仕

組みを適切に確保することによって、地方公共団体が解決を期待されている人口減少社

会において合意形成が困難な課題に、より集中して対応することができる。 

 人口減少が進み、資源が限られる中で、上述の要請に応えるためには、長、監査委員

等、議会、住民が連携することなく、その役割に漏れや重複が生じてしまうことになっ

てしまわないよう、役割分担の方向性を共有しながら、それぞれが有する強みを活かし

て事務の適正性を確保することが重要である。 

 これらの適切な役割分担によるガバナンスは、地方公共団体に対する住民からの信頼

を向上させ、人口減少社会に的確に対応することにも資するものである。 

第２ 行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制 

１ 広域連携等による行政サービスの提供 

（１）地方圏 

①基本的な認識 

 これまでも、自主的な市町村合併や事務の共同処理等、他の主体と連携して行政サー

ビスを提供する取組が行われてきたところであり、今後も、基礎自治体である市町村が、

これらの中から最も適したものを自ら選択できるようにしていくことが必要である。 

②市町村間の広域連携が可能な地域 

（ａ）基本的な認識 

 市町村間の広域連携が可能な地域においては、第30次地方制度調査会答申で、核とな

る都市と近隣自治体との間で都市機能の「集約とネットワーク化」を進めることとされ

たことを踏まえ、柔軟な連携を可能とする仕組みである連携協約制度を活用して、現在

形成が進んでいる連携中枢都市圏や定住自立圏（以下「連携中枢都市圏等」という。）

が、人口減少社会に的確に対応するためのプラットホームとして重要である。 

 なお、圏域内に、昼夜間人口比率が１以上の２つの中心的な市が隣接している場合に

おいては、地域の実情に応じ、適切な役割分担のもとで２つの市が連携して核となる都

市の役割を担うことも考えられる。 

 また、人口減少社会に的確に対応するためには、連携中枢都市圏等を推進していくこ

とが基本であると考えられるが、連携中枢都市圏等の広域連携だけでなく、連携協約を

活用した、それ以外の広域連携も考えられる。 

（ｂ）連携中枢都市圏等の推進 

（ｂ）－１ 連携中枢都市圏等の形成 

 圏域の形成には、そもそも連携中枢都市等も近隣市町村もそれ自体のみで存立できる

ものではなく、連携中枢都市等と近隣市町村が相互依存の関係にあることで成り立って

いるという認識を前提とした信頼関係が必要である。 
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 そのため、連携中枢都市等と近隣市町村が、特定の課題にとどまらず、幅広い分野の

課題について総合的に検討することを通じて圏域のビジョンを共同で作成すべきであ

る。 

 また、首長同士の信頼関係も重要であるが、相互依存関係を前提とした信頼関係は、

議会同士においても同様に重要である。 

 例えば、首長や議会は、住民に対して、個別の事務ごとではなく、圏域全体のまちづ

くりの方向性を示す中で説明責任を果たしていくことが考えられる。 

 他方、住民は、連携中枢都市圏等の形成の意義を共有し、当該圏域としての一体感を

醸成することが必要である。また、企業は、経済活動等を行う中で、圏域として取り組

むことが効率的かつ効果的である事案について市町村に対し積極的に問題提起をすべ

きである。 

 これらの主体が役割を果たせるよう、住民、企業やNPO等、多様な構成員からなる協

議・懇談の場を設け、圏域の形成を進めていくべきである。 

 圏域の形成については、当事者である関係市町村の話し合いを基本としつつ、都道府

県は、関係市町村から求めがある場合等に必要な助言や支援等を積極的に果たすべきで

ある。 

（ｂ）－２ 連携中枢都市圏等における取組の強化・充実 

 人口減少社会においては、地域経済の活性化が重要であることから、圏域全体の経済

の活性化に資する取組を推進する必要がある。 

 連携中枢都市圏等形成当初は、圏域の中で比較的連携しやすい取組から始めることが

重要であるが、将来的には、人口減少の進行に応じ、例えば、インフラの広域再編等の

ように合意形成は容易ではないが圏域単位で対応していかなければいけないような困

難な課題に対応していく必要がある。 

 このような連携中枢都市圏等の取組を進めるためには、連携中枢都市等と近隣市町村

が圏域の取組を円滑に行えるよう、権限、財政、人材等の観点から地方行政体制を整備

する必要がある。 

 例えば、都道府県の権限に属する事務について、連携中枢都市等に移譲されているが、

近隣市町村には移譲されていない事務について、連携中枢都市等と近隣市町村が合意し

ているときは、都道府県は条例による事務処理特例制度を活用して積極的に権限を移譲

すべきである。 

 また、連携中枢都市圏等において期待される取組は、圏域を形成することによって実

行できる取組であり、そのために発生する需要について適切な財政措置をすべきである。 

 加えて、連携中枢都市圏等単位で市町村職員同士の交流を進めることにより、圏域意

識の醸成が図られることも期待できる。 

 住民の負託を受けた議会は、圏域での取組について、例えば、委員会を設ける等によ

り不断にチェックすることが必要である。そのためにも、圏域の取組の状況については、
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関係市町村で情報を共有する仕組みを連携協約の中に規定する等、事務の適正な執行の

確保のために必要な措置を講じるべきである。 

 都道府県は、連携中枢都市圏等の取組について、関係市町村から求めがある場合等に

は、必要な情報提供や助言等を積極的に果たすとともに、特に産業振興、医療、地域公

共交通、インフラ整備等について、都道府県が広域自治体として事務を行っているもの

については、連携中枢都市圏等の取組を支援する必要がある。 

 なお、連携中枢都市圏等が県境をまたがる場合には、当該連携中枢都市圏等の希望を

尊重しながら、関係都道府県と連携中枢都市圏等の市町村が十分に協議調整をすべきで

ある。 

（ｃ）連携中枢都市圏等以外の広域連携 

 圏域としては他の連携中枢都市圏等と同様の規模であるが、当該圏域内に、規模・能

力が一定以上の都市が複数存在するような場合には、核となる都市と近隣市町村との間

の広域連携である連携中枢都市圏等を形成することが困難である場合がある。 

 その際、これらの都市等が、連携協約を活用して、政策の基本的な方針を共有し、連

携中枢都市圏等における取組と同様の取組を、圏域として統一的かつ一体的に実施する

ことも考えられる。 

 このような場合においては、都道府県が、関係市町村から求めがあるとき等には、必

要な情報提供や助言、取組に対する支援等を行うことも考えられる。 

③市町村間の広域連携が困難な地域 

（ａ）基本的な認識 

 市町村間の広域連携が困難な地域における市町村が、人口減少の影響を大きく受ける

中で、持続可能な行政サービスを提供するためには、市町村と連携し、それを支える都

道府県の役割がより重要になる。 

（ｂ）都道府県の補完 

 市町村間の広域連携が困難な地域においても、市町村において、事務の必要性を含め

て見直し、他の市町村のノウハウや外部資源も活用しながら効率的かつ効果的な執行を

行っていくことは当然のことである。 

 その上で、市町村間の広域連携が困難な地域においては、都道府県の補完が一つの方

策として有用である。 

 その際、都道府県が市町村の事務を全て代わって行うことは現実的ではなく、一定の

限界があることにも留意しつつ、都道府県の補完を行う必要性を検討する上での判断要

素や都道府県の補完の対象となる事務及び補完の方法等の考え方を整理する必要があ

る。 

（ｂ）－１ 都道府県の補完を行う必要性を検討する上での判断要素 

 小規模な市町村であることや連携中枢都市等から相当距離があること、何らかの事情

により市町村間の広域連携を行うことができなかったこと等、客観的要素を満たしてい
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れば都道府県の補完を行うということではなく、市町村と都道府県の合意が必要である

ことが前提となる。 

 都道府県の補完は、市町村の申出等により、市町村の状況に応じて、市町村と都道府

県が協議して行うこととすべきである。その際、都道府県は、当該市町村の状況に鑑み、

当該市町村を包括する都道府県として積極的に対応することも考えられる。 

 結果として、同じ都道府県内であっても、市町村ごとに補完される事務が異なること

は、許容されるべきである。 

（ｂ）－２ 都道府県の補完の対象となる事務及び補完の方法 

 市町村の事務について都道府県が補完を行おうとする際、都道府県に当該事務を処理

する体制が必要である。 

 道路等のインフラ、地域振興、地域保健、職員研修等の総務事務、法律で市町村に義

務付けられている計画策定等のように、都道府県も同種の事務を処理している場合は、

都道府県は事務を処理する体制を整えやすいことから、比較的補完を容易に行うことが

できる。 

 介護保険や義務教育等のように、都道府県は関連する事務を市町村と分担して処理し

ている場合は、都道府県において、職員の育成等、事務を処理する体制を整備するため

に一定の時間を要する。 

 さらに、住民基本台帳や戸籍等のように、都道府県が主たる事務を分担していない場

合は、職員の育成等、事務を処理する体制を整備するために必要なコストが大きいこと

から、補完の事務として適当かどうか慎重に検討する必要がある。 

 補完の対象とする事務については、都道府県と市町村との事務分担の違いによって補

完の実施の困難度が異なること等を踏まえ、市町村の人口減少を見通しながら、計画的

に考えることが望ましい。 

 なお、都道府県の補完によって、かえって調整に時間を取られてしまうことがないよ

うに留意する必要がある。 

 補完の方法としては、平成26年の改正地方自治法により新たに設けられた連携協約や

事務の代替執行も含め、事務の共同処理の仕組みを地域の実情に応じて活用することが

重要である。 

 具体的には、都道府県が補完を行うために都道府県の出先機関を各市町村に新たに置

くことは現実的ではなく、例えば、都道府県の出先機関の職員が市町村職員と執務スペ

ースを共有化することや、補完の対象となる市町村に定期的に訪問すること等が考えら

れる。 

 都道府県の補完の方法については、事務の態様や地理的条件に応じて、効率的かつ効

果的な方法を工夫することとすべきである。 

（２）三大都市圏 

①基本的な認識 
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 三大都市圏は、国際競争が激化する中で、日本全体の経済を牽引する極めて高次な都

市圏域である必要がある一方、総じて出生率が低く、地方圏を上回る急速な高齢化の進

行や、単独世帯の高齢者が急増することが予想される。 

 加えて、人口急増期に集中的に整備した公共施設の老朽化が進み、一斉に更新時期を

迎えることが予想される。 

 特に、郊外部においては、生産年齢人口の減少や急速な高齢化に伴い行財政運営上、

深刻な状況が予想されることを強く認識する必要がある。 

 以上のように、人口減少がもたらす影響は、三大都市圏においてより急激であり、よ

り厳しい状況に直面する。 

 しかしながら、三大都市圏においては、上述のような危機意識が十分であるとは言え

ない。三大都市圏が、国際的な競争力を保ちつつ、生活環境を改善するためには、三大

都市圏が圏域として人口減少社会にどのように対応するのかを検討する必要がある。 

 現在、九都県市首脳会議や関西広域連合といった既存の任意の枠組みが存在するが、

これらの既存の枠組みも活用しながら、三大都市圏の地方公共団体が共同して、三大都

市圏における人口減少社会への対応を検討すべきである。 

②市町村間の広域連携 

 人口減少社会に的確に対応するためには、三大都市圏の中で協力体制を構築しつつ、

市町村間の広域連携を適切に行うことが求められる。 

 三大都市圏は、地方圏よりも交通機関が発達しており、他の市町村との役割分担を大

胆に行って、他の市町村と相互補完関係を築きやすい。三大都市圏の市町村においては、

メリハリの効いた市町村間の広域連携が行われることが期待される。また、三大都市圏

においては、地方圏に比べ、市町村合併が進んでおらず、市町村間の広域連携をより進

めるべきである。 

 三大都市圏は、規模・能力は一定以上あるが昼夜間人口比率が１未満の都市が圏域内

に数多く存在するため、地方圏のように、核となる都市と近隣市町村との間の連携では

なく、水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担を行うことが有用である。 

 広域連携は自律的に調整されていくことが基本であるが、現状においては、三大都市

圏において水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担に基づく広域連携が十分に進

捗しているとは言いがたい。 

 公共施設等総合管理計画の策定や市町村の境界における福祉サービスのあり方等の

議論をきっかけに、水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担に基づく広域連携を

進めることが有用である。 

 人口減少がもたらす影響は三大都市圏においてより急激であり、より厳しい状況に直

面することから、三大都市圏の都道府県は、市町村に対し的確に助言や支援等を行い、

広域自治体として、市町村間の広域連携を積極的に推進すべきである。 

（３）東京圏と地方圏 
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①基本的な認識 

 三大都市圏の中でも、東京圏のみが大幅な転入超過であること等から、特に東京圏か

ら地方圏への人口移動の促進を検討する必要がある。 

 東京圏の一極集中は、多角的な観点から対策を講ずる必要があるが、連携中枢都市圏

等をはじめとする地方圏における地域の活性化や行政サービスの持続可能な提供に資

する取組は、東京圏から地方圏への移住や移住を促すための交流（以下「移住・交流」

という。）を下支えすることになる。 

 地方公共団体は、これらの取組を着実に実施しつつ、移住・交流を推進するために必

要な方策を講じていくことが求められる。 

②移住・交流の促進 

 移住・交流を促すため、東京圏に住む人々が地方圏との絆を維持するための方策とし

て、複数の住所を有することができることとするのは選挙権等の関係から無理があるが、

地方圏にある市町村がつながりのある者を把握し、定期的に情報を提供することや地域

の課題について意見を求めること等の工夫を行うことは可能である。 

 ただし、このような仕組みを設ける際は、居住移転の自由を制約するものとならない

よう留意する必要がある。 

 地方圏との情報の交流や実際の交流を繰り返す中で、地方圏での生活を徐々に体験し

ながら、いわゆる二地域居住を経て移住を進める方法や、二地域居住をする者の生活を

支援する目的で、地方公共団体が、公の施設等の住民に対する行政サービスについて住

民以外の者にも利用を広げる方法もある。 

 「地域おこし協力隊」のように、住民票を地方圏に移した上で地方圏での生活を体験

してもらう方策については、移住を段階的に推進する観点や外部の有為な人材を確保す

る観点から有用であり、引き続き推進すべきである。 

 受け入れる地方圏の地方公共団体は、新しい人材が地域経営に参画することや、新し

い提案を受け入れる土壌を作る必要がある。 

２ 外部資源の活用による行政サービスの提供 

（１）基本的な認識 

①外部資源の活用の方向性 

 外部資源の活用としては、民間委託を進めていくことが有力な手段の一つと考えられ

るが、これまで民間委託については、単純定型的業務を中心に活用が進められ、近年は、

市町村において、いわゆる窓口業務のうち法令に基づく申請の受付等の定型的業務につ

いても活用することが新たに始まっている。 

 しかしながら、窓口業務のように、一部に審査や交付決定等の公権力の行使が含まれ

る場合には、一連の事務の一括した民間委託等、効果的な委託が困難であることから、

民間委託を行いづらい状況にある。 

 窓口業務については、住民の権利義務に関する行政の事務処理の基礎となる事務が含
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まれるものであるが、市町村による強い関与が担保されていれば、市町村が直接執行す

る必要は必ずしもなく、効率的かつ効果的な行政サービスの提供が可能となる場合には、

公権力の行使にわたるものを含めた包括的な業務について外部資源を活用して処理で

きるようにすることが必要である。その際には、当該業務の性質や範囲、処理主体のガ

バナンスや市町村の関与のあり方等を総合的に検討し、適切に執行されるような仕組み

とすべきである。 

 なお、外部資源を活用した場合において、処理が困難な事務や、政策の企画立案に直

結するもの等の市町村職員の関与が特に重要なものについては、外部資源と市町村の間

で適切な連携が必要である。 

②外部資源の共同活用 

 市町村間の広域連携が可能な地域においては、現行の事務の共同処理の方法に加えて

連携手法の選択肢を増やすため、業務執行について、外部資源を活用し、かつ、共同で

行える環境を整備すべきである。 

 市町村間の広域連携が困難な地域においては、都道府県の補完が一つの方策であるが、

都道府県の補完を行うためには時間を要する事務やコストが高くなる事務については、

事務の共同処理以外の方法として、外部資源を活用することも考えられる。 

 他方、市町村間の広域連携が困難な地域においては、事務量が少ないことから、単独

で外部資源を活用しては外部資源の確保が困難であることを踏まえ、共同で外部資源を

活用する必要がある。 

（２）地方独立行政法人の活用 

 上述の観点を踏まえると、窓口業務のように、公権力の行使にわたるものを含めた包

括的な業務について外部資源を活用する場合には、指定法人や一部事務組合等とは異な

り、市町村が業務や組織に対して強く関与することができ、かつ、具体的な業務執行は

法人の自主性・自律性に委ねられ、迅速な意思決定や、業務のノウハウの蓄積、職員の

専門性の確保、柔軟な人事運営等のメリットが期待できる地方独立行政法人の活用を制

度上可能とすることも、選択肢の一つとして考えられる。 

 加えて、地方独立行政法人を地方公共団体が共同で活用することも考えられる。例え

ば、市町村間の広域連携が可能な地域においては、連携中枢都市等が設立した地方独立

行政法人に、近隣市町村が特定の事務を処理させる方法も選択肢の一つとして考えられ

る。 

 また、市町村間の広域連携が困難な地域においては、地方公共団体が共同して設立し

た地方独立行政法人に、特定の事務を処理させる方法も選択肢の一つとして考えられる。

第３ 適切な役割分担によるガバナンス 

１ 長 

（１）基本的な認識 

 地方公共団体のガバナンスにおいては、地方公共団体の事務を全般的に統轄し、地方
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公共団体を代表する立場にある長の意識が重要である。 

 民間企業においては、既に会社法等により内部統制制度が導入されている。公金を扱

う主体である地方公共団体においても、地方公共団体における事務が適切に実施され、

住民の福祉の増進を図ることを基本とする組織目的が達成されるよう、事務を執行する

主体である長自らが、行政サービスの提供等の事務上のリスクを評価及びコントロール

し、事務の適正な執行を確保する体制（以下「内部統制体制」という。）を整備及び運

用することが求められる。 

 地方公共団体についても、内部統制を制度化し、その取組を進めることにより、①マ

ネジメントの強化、②事務の適正性の確保が促されること、③監査委員の監査の重点

化・質の強化・実効性の確保の促進、④議会や住民による監視のための必要な判断材料

の提供等の意義が考えられる。 

（２）内部統制のあり方 

①内部統制体制の整備及び運用の責任の所在 

 長と議会の二元代表制の下において、地方公共団体の事務を適正に執行する義務と責

任は、基本的に事務の管理執行権を有する長にあることから、内部統制体制を整備及び

運用する権限と責任は長にあると考えるべきである。 

 人口減少社会において資源が限られる中においては、地方公共団体の事務処理に当た

り、外部資源の活用が重要な選択肢となっていくが、当該外部資源に地方公共団体が出

資する等して一定の関係がある場合には、地方公共団体と同様に内部統制の取組を促し

ていくことにより、事務の適正性を確保すべきである。 

②評価及びコントロールの対象とすべきリスク 

 内部統制体制の整備及び運用を進めるに当たっては、地方公共団体の組織目的の達成

を阻害する事務上の様々なリスクのうち、内部統制の対象とするリスクを的確に設定す

ることが重要である。 

 内部統制の対象とするリスクは、内部統制の取組の段階的な発展を促す観点も考慮し

て、地方公共団体が最低限評価すべき重要なリスクであり、内部統制の取組の発展のき

っかけとなるものをまず設定すべきである。 

 具体的には、財務に関する事務の執行におけるリスクは、影響度が大きく発生頻度も

高いこと、地方公共団体の事務の多くは予算に基づくものであり明確かつ網羅的に捕捉

できること、民間企業の内部統制を参考にしながら進めることができること等から、当

該リスクを最低限評価するリスクとすべきである。 

 財務に関する事務に伴うリスク以外のリスク（例えば、情報の管理に関するリスク）

についても地方公共団体の判断により内部統制の対象とすることが考えられる。 

 最低限評価するリスクの設定については、地方公共団体が置かれている環境の変化や、

内部統制体制の整備及び運用状況を踏まえて、随時、見直しを行うべきである。 

③内部統制体制の整備及び運用のあり方 
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 内部統制体制の整備及び運用の権限と責任を有する長が、組織の内外にその方針を明

確にするため、長が内部統制体制の整備及び運用に関する基本的な方針を作成し、公表

することが必要である。 

 内部統制体制を具体的にどのように整備及び運用していくかについては、長が、個々

の地方公共団体の組織規模や特性等を考慮して、適切に判断し、創意工夫を図ることが

重要である。 

 また、内部統制体制について不断の見直しを行う観点から、長は、その運用状況を自

ら評価し、その評価内容について監査委員の監査を受ける必要がある。加えて、長は、

その評価内容と監査結果を議会に報告するとともに、それらを公表して住民への説明責

任を果たす必要がある。 

④内部統制の制度化に当たっての留意点 

 内部統制の制度化は、地方公共団体の事務の適正化に向け、業務が大きく改善する期

待がある一方、非定型業務への対応が困難な場合もある等、一定の限界があることにも

留意し、内部統制への過大な期待により、コストと効果が見合わない過度な内部統制体

制の整備につながらないようにすべきである。 

⑤内部統制体制の整備及び運用の具体的な手続き等の制度化 

 全ての地方公共団体の長には内部統制体制を整備及び運用する権限と責任があるこ

とは制度的に明確化すべきであるが、内部統制体制の整備及び運用のあり方については

規模等によって多様と考えられることから、当該多様性を踏まえて、具体的な手続き等

を制度化すべきである。 

 都道府県や指定都市等、組織や予算の規模が大きく、制度化された場合に十分に対応

できる体制が整っていると考えられる大規模な地方公共団体は、長に内部統制体制を整

備及び運用する権限と責任があることは制度的に明確化した上で、具体的な手続き（例

えば、内部統制体制の整備及び運用に関する基本的な方針の作成・公表、その評価につ

いての監査や議会への報告・公表等）も制度化すべきであり、その運用を通じた結果と

して、内部統制体制の整備及び運用の標準となるモデルが確立していくことが期待され

る。 

 上記以外の地方公共団体については、長に内部統制体制を整備及び運用する権限と責

任があることは制度的に明確化した上で、具体的な手続きについては、都道府県や指定

都市を参考にしつつ、各地方公共団体で工夫をすることとすべきである。 

 特に、小規模な市町村については、具体的な手続きや取組内容等について国や都道府

県が必要な情報提供や助言等を行っていくべきである。 

２ 監査委員等 

（１）基本的な認識 

 地方公共団体の事務の適正性の確保の要請に的確に対応するとともに、これまでの地

方制度調査会の答申や、平成20年次からの会計検査院の検査による地方公共団体の不適
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正な予算執行が指摘されたことも踏まえ、現行の監査制度をより有効に機能させるため

の制度改正が必要である。 

 監査委員は、長による内部統制体制の整備及び運用の状況をチェックするとともに、

その結果を踏まえた監査を実施することにより、リスクの高い分野の監査を集中して行

う等、専門性の高い部分に重点化した監査を行うことが可能となる。 

 これらを踏まえ、地方公共団体全体の資源が限られる中で、監査による監視機能を高

めるため、監査の実効性確保のあり方、監査の独立性・専門性のあり方、監査への適正

な資源配分のあり方について、必要な見直しを行うべきである。 

（２）監査の実効性確保のあり方 

①統一的な監査基準の必要性 

 現行の監査制度においては、監査の目的や方法論等の共通認識が確立されておらず、

監査基準に関する規定が法令上ないことから、それぞれ独自の監査基準によって、ある

いは監査委員の裁量によって監査を行っていることにより、判断基準や職務上の義務の

範囲が不明確となっている。 

 このため、監査を受ける者にとっては、監査結果についてどのように受け止めるべき

かが明確ではなく、監査の成果を十分に生かせておらず、住民から見ても分かりにくい

状態になっている。 

 こうしたことを踏まえると、一般に公正妥当と認められるものとして、監査を実施す

るに当たっての基本原則や実施手順等について、地方公共団体に共通する規範として、

統一的な基準を策定する必要がある。 

 その場合、地方公共団体は、統一的な監査基準に従って監査を実施することとするが、

当該監査基準の内容については、地方分権の観点から、国が定めるのではなく、地方公

共団体が、地域の実情にも留意して、専門家や実務家等の知見も得ながら、共同して定

めることが適当である。 

②監査委員の合議が調わない場合の措置 

 監査委員の合議が調わない場合、監査結果の決定ができないことになるが、監査の透

明性を高める観点から、合議に至らない場合でも、監査の内容や監査委員の意見が分か

るようにする必要がある。 

③監査結果の効力 

 現行では、監査を受けた者が、監査の結果を参考として措置を講じた場合には監査委

員に通知する義務がある一方、措置を講じなかった場合には何ら義務がないため監査の

結果に対する対応が不明確となることから、監査の結果が有効に生かされるよう、必要

に応じて監査委員が必要な措置を勧告できるようにし、これに対して、監査を受けた者

が説明責任を果たすような仕組みが必要である。 

（３）監査の独立性・専門性のあり方 

①監査の独立性を高める方策 
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 現在、監査委員は、長が議会の同意を得て選任することとされているが、監査委員の

選任方法を公選とすることについては、監査委員として専門的な能力を有する人材の立

候補が期待できるのか、また、議会による選挙とすることについては、実質的なメリッ

トがあるのか、その場合の監査委員の制度的な位置付けをどのように考えるのかといっ

た課題もあることから、慎重に考えるべきである。 

 監査主体の独立性とは、監査を受ける者から独立して監査機能を発揮することである

と考えれば、外部監査制度の充実や外部の専門的知見の活用等、外部の視点からの監査

を充実することや、監査の実施に当たっての監査委員の権限を拡充することによって、

監査の独立性の向上につながると考えられる。 

②監査委員等の専門性を高める方策 

 選任された監査委員やそれを支える監査委員事務局、外部監査人に必要な専門性を担

保していく必要があることから、監査の実施に当たって必要な専門性を高めるための研

修制度を設けることが必要である。その際、研修の修了要件を明確化する等、外部から

見ても専門性を有していることが分かるような仕組みとすべきである。 

 さらに、専門性の高い外部の人材の活用という観点から、監査委員が、特定の事件に

つき専門委員を任命できるようにする必要がある。 

（４）監査への適正な資源配分のあり方 

①基本的な考え方 

 監査制度の充実強化のための方策を実現する上で、監査にかける資源にも限りがある

中で、より有効な監査を効率的に実現するためには、議会の監視機能との関係も踏まえ、

監査委員等への資源配分を適正にする観点から、必要な見直しを行うべきである。 

②議選監査委員のあり方 

 議選監査委員は、実効性ある監査を行うために必要という考え方で導入されたもので

あり、そうした役割を担うことについて評価する考え方から引き続き議選監査委員を存

置することも考えられるが、一方で、監査委員はより独立性や専門性を発揮した監査を

実施するとともに、議会は議会としての監視機能に特化していくという考え方もあるこ

とから、各地方公共団体の判断により、監査委員は専門性のある識見監査委員に委ね、

議選監査委員を置かないことを選択肢として設けるべきである。 

③監査執行上の工夫 

 監査資源が限られる中、効率的かつ効果的な監査を行うため、監査委員監査のうち、

外部の専門的知見を活用することが効果的なものは外部に委ね、監査委員はより監査資

源を投入したい監査に重点を置くことが考えられる。 

④外部監査制度のあり方 

 包括外部監査は、監査委員の監査を外部の目から補完する観点から有用であることか

ら、条例により導入する地方公共団体が条例で頻度を定めることができるようにするこ

とにより、包括外部監査制度導入団体を増やしていくことが必要である。 
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 また、適切なテーマ選定に資するよう地方公共団体を巡る課題についての情報提供を

行う等、包括外部監査人をサポートする仕組みや、包括外部監査人に対する研修制度の

導入により、その監査の質を更に高める必要がある。個別外部監査については、監査委

員監査を専門性の観点から補完することが期待されて設けられた仕組みであるが、監査

委員の専門性が高まれば、個別外部監査の役割は小さくなっていく。このため、個別外

部監査について、導入を促進するという観点から条例の制定を不要とすることについて

は、監査委員監査の充実強化の成果を踏まえ、慎重に検討する必要がある。 

⑤監査委員事務局の充実 

 監査委員を補助する監査委員事務局の充実策として、専門性を有する優秀な人材の確

保や研修の充実を効率的・効果的に行うための方策を講ずる必要がある。 

 また、市町村が連携して事務局の共同設置を行うことも有効な方策である。 

⑥全国的な共同組織の構築 

 監査資源が限られる中で、効率的・効果的に、監査委員等の専門性が確保され、監査

の品質向上が図られるようにするためには、地方公共団体に共通する監査基準の策定や、

研修の実施、人材のあっせん、監査実務の情報の蓄積や助言等を担う、地方公共団体の

監査を支援する全国的な共同組織の構築が必要である。 

 この場合、小規模な市町村等からの求めがあるときは、その監査の支援を当該共同組

織が行うことも考えられる。 

３ 議会 

（１）基本的な認識 

 人口減少社会において増大する合意形成が困難な課題について民主的に合意形成を

進めていく上で、議決による団体意思の決定機能をはじめとして、監視機能や政策形成

機能等を担う議会の役割は重要である。 

 地方分権改革の進展に伴い、これまで議会の権限や自由度の拡大に資する制度改正が

積み重ねられており、議会運営において自主性を発揮できる環境が整ってきている。 

 そのような環境の中で、地方公共団体のガバナンスにおける適切な役割分担の観点か

ら、議会は、内部統制体制や監査委員の監査等が十分に機能しているかどうかをチェッ

クするとともに、政策の有効性やその是非についてのチェックを行う等、議会としての

監視機能を適切に発揮すべきである。 

 他方、市町村合併等の影響もあり、議員数が減少している一方、投票率が低下し、無

投票当選の割合が増えていること等にみられるように、議会に対する住民の関心が大き

く低下しており、議員のなり手不足が深刻化している。 

 また、政務活動費の使途の問題等により、一部の議員の資質や活動に批判の目が向け

られるとともに、議会のあり方が問われる等、議会及び議員に対する住民の信頼確保が

大きな課題となっている。議会が議会としての監視機能を適切に発揮するためには、そ

もそも住民からの信頼が確保されていることが前提であることを十分に認識した各議
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会や議員の不断の取組が求められる。 

 以上を踏まえ、団体意思を決定し、執行機関を監視する役割等を担う議会が、人口減

少社会においてその役割をこれまで以上に十分に果たすためには、議会制度や議会運営

のあり方、議員に求められる役割及び幅広い人材の確保という観点から、方策を講じる

必要がある。 

（２）議会制度や議会運営のあり方 

①議会招集 

 議会の招集権については長に専属する原則を維持しつつ、長が臨時会を招集しないと

きは議長が招集することができるよう法的措置が講じられるとともに、通年会期制の導

入がなされ、議会側が必要と認めるときに随時の議会開催が可能となっている。このよ

うな制度を、住民の信頼確保という観点も踏まえて、必要に応じて活用していくことが

重要である。 

②議決事件の対象 

 議決事件の対象の拡大は、相当程度行われてきているところではあるが、議会が団体

意思決定機能や政策形成機能、監視機能を効果的に発揮するため、地方自治法第96条第

２項に基づき、地方公共団体の基幹的な計画等を議決事件に追加する等の取組を積極的

に進めることが必要である。 

③予算審議 

 現在、議会には長の予算提案権を侵害しない範囲で予算の修正が認められているが、

予算については長に提案権が専属していることから、議会による予算修正権の拡大につ

いては慎重に検討していくべきである。 

④決算審議 

 監査委員の専門性等が向上し、議会が議会としての監視を行う役割を明確化する中で、

監査委員の意見が付された決算を議会が審議した結果、議会が決算認定をせず、その理

由を示した場合については、議会が長に対し理由の中で指摘した問題点について長が説

明責任を果たす仕組みを設けることとすべきである。 

⑤議会活動に対する支援の充実 

 議会がその役割を十分に果たすことができるよう、議会活動に関する議員への研修の

充実や、議会事務局職員の資質向上や小規模な市町村における議会事務局の共同設置を

含めた議会事務局の体制強化や議会図書室の機能向上が必要である。 

⑥情報発信 

 住民の信頼確保の観点から、議会活動に対する住民の理解を深めるため、ホームペー

ジ等を通じた議会情報の提供や議案等に対する住民の意見聴取、議会自らが行う議会活

動の評価等、ICTを積極的に活用しつつ情報発信等の充実を図っていくべきである。 

⑦意思決定過程への住民参加 

 公聴会、参考人、専門的事項に係る調査制度等の積極的活用を通じて議会への住民参
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加の充実を図り、多様な民意を議会における審議・議決に反映していくことが重要であ

る。 

 また、住民への報告や住民との意見交換の実施等、議場外での住民参加の取組を進め

るべきである。 

⑧小規模な市町村における議会のあり方 

 団体規模に応じた議会のあり方については、それぞれの地域の実情に合わせた議会機

能の充実・強化に努めていくべきである。 

 特に、小規模な市町村においては、議員数や議会事務局の職員数が少ないこと等によ

り議会機能を十分に発揮することが難しい状況もあることから、住民参加等により議会

機能を補完する必要がある。 

 議会事務局の共同設置は制度上認められているが、取組は進んでいない。小規模な市

町村で単独での議会事務局の充実が困難な場合等においては、議会事務局や議会図書室

の共同設置等を行うことも有効な方策である。 

（３）議員に求められる役割 

①議員の位置付け・役割の明確化 

 議員のなり手不足の問題を解消する一方策として、議員活動への住民の理解を高める

観点から、議員の位置付けやその職責・職務を法制化すべきとの意見があるが、法制化

に伴う法的効果等を踏まえると不要ではないかとする意見もあり、今後の議員活動の実

態等も踏まえ、引き続き検討すべきである。 

②議員活動の透明性の確保 

 議員活動の透明性の確保については、住民の信頼確保の観点からも、政務活動費の使

途を含めた議員活動の状況について、各議員はより一層、住民への説明責任をさらに果

たすための取組を進めていくべきである。 

（４）幅広い人材の確保 

①議会や議員への理解 

 議員のなり手不足の要因の一つとして、住民から議会や議員の活動が適切に認識され

ておらず、議会の存在意義が十分に理解されていないことが考えられる。 

 そのためにも、情報発信の充実や意思決定過程への住民参加、議会や議員活動の透明

性向上等、議会や議員の活動に対する住民の理解や信頼を高めていくための継続的な取

組が求められている。 

②多様な人材の参画 

 現在、議会の議員の構成は、住民の構成と比較して女性や60歳未満の割合が極めて低

い現状にある。このことが自らの属性とは異なると考える住民の立候補をしにくくさせ

ており、なり手不足の原因の一つと考えられる。 

 その解消のためには、多様な人材が議員として議会に参画することをしやすくする取

組が必要である。 
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 例えば、多様な人材が議員として活動することを容易にするため、夜間・休日等の議

会開催、通年会期制の活用等、より柔軟な議会開催等の工夫が必要である。 

 また、議員のなり手不足を解消するため、議員の人数を少なくし待遇面を見直すこと

も考えられるが、この場合、住民の多様な意見を反映させることが課題となる。 

 なお、多様な人材の参画は選挙制度との関連も指摘されるが、選挙制度のあり方につ

いては、議会政治の根幹に関わる重要な事項であり、様々な観点から議論が深められる

必要がある。 

③立候補に伴う各種制度の整備 

 例えば、立候補に伴う休暇を保障する制度や休職・復職制度等の導入については、勤

労者等の立候補や議員活動を容易にするための環境整備を進める観点から有効な方策

の一つと考えられることから、企業をはじめとする関係者の負担等の課題も含めた労働

法制のあり方にも留意して検討する必要がある。 

 また、公務員の立候補制限の緩和や地方議会の議員との兼職禁止の緩和についても、

多様な人材が議員として議会に参画する上で有効な方策の一つと考えられることから、

公務員の職務の公正な執行や職務専念義務等の課題も含めた公務員法制のあり方にも

留意して検討する必要がある。 

４ 住民 

（１）基本的な認識 

 住民は、地方公共団体の事務が適正に行われていることをチェックする重要な主体で

あり、とりわけ、上述の長、監査委員、議会等の役割分担に基づく体制が有効に機能し

ているかどうかを住民がチェックできるようにすることが重要である。 

 そのためにも、それぞれの長、監査委員、議会等が行おうとするチェックの方針や、

それぞれが行ったチェックの結果等については、公表等により、透明性を確保すること

が必要である。 

 例えば、長が内部統制体制の整備及び運用に関する基本的な方針やその運用状況の評

価について公表することや、地方公共団体が共同で策定した統一的な監査基準に従って

監査を実施することや監査結果に基づき監査委員から勧告を受けた場合に長が説明責

任を果たす仕組みを導入すること、議会が自らの活動の情報発信を推進すること等につ

いては、透明性を確保するための具体的な方策と考えられる。 

 住民訴訟制度については、住民自らが地方公共団体の財務の適正性の確保を図ること

を目的として、住民監査請求を経た上で、違法な財務会計行為等について訴訟を提起で

きる仕組みであるが、今回、長、監査委員、議会、住民が連携して地方公共団体の事務

の適正性を確保する体制を強化する見直しを全体として行うこととあわせて、住民訴訟

制度等を巡る課題を解決するための見直しが必要である。 

（２）住民訴訟制度等の見直し 

①住民訴訟制度等を巡る課題 
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 住民訴訟については、不適正な事務の抑止効果があると考えられるが、一方で、４号

訴訟における長や職員の損害賠償責任について、平成24年各最判の個別意見等において

は、長や職員への萎縮効果、国家賠償法との不均衡や損害賠償請求権の放棄が政治的状

況に左右されてしまう場合があること等が指摘されている。 

②長や職員の事務への影響 

 地方公共団体からは、財務会計行為の先行行為や非財務会計行為が違法とされたとき

に厳しい過失責任が認められている場合があることや、長は最少経費原則（地方自治法

第２条第14項、地方財政法第４条第１項）等裁量逸脱の違法の有無を事前に判断するこ

とはできないこと、職員は政策判断として決定した事項について明らかに違法でない限

り職務命令に従わざるを得ないこと等から厳しい過失責任を問われることがある等の

指摘がある。 

 これらについては、最高裁は、住民訴訟で職員が賠償責任を負うのは先行行為に看過

しがたい瑕疵がある場合等に限られるとしていることや、裁量は広範に認める傾向にあ

ることから、萎縮する必要はないとの考え方もあるが、裁判所の判断は事後的なもので

あることや、住民訴訟は組織の責任を個人の責任として追及するものである以上、長や

職員への萎縮効果は払拭されない現実を受け止める必要もあるとも考えられる。 

 また、住民訴訟を通じて過失責任が問われるからこそ地方公共団体が行き過ぎた施策

を講じることの歯止めになっているとの考え方もあるが、人口減少社会において資源が

限られる中で創意工夫をこらした施策を講じることが求められる状況において、当該萎

縮効果により本来行うべき施策も行わないことになってしまうことは問題であるとす

る考え方もある。 

③国家賠償法上の求償権との関係 

 地方公共団体の長や職員が違法な行為により地方公共団体に損害を生じさせた場合

の損害賠償責任の要件が故意又は過失であることに対し、国家賠償法に基づく公務員個

人への求償責任の要件は故意又は重過失となっていることとの均衡がとれていないと

の指摘がある。 

 このことについては、あらゆる行政活動が対象になる国家賠償法と財務会計行為が対

象になる住民訴訟とは異なることから、当該不均衡を考慮する必要はないとの考え方も

あるが、長や職員が行政活動の結果として地方公共団体に損害を生じさせた場合に負う

損害賠償責任は、国家賠償法に基づく公務員個人への求償責任と同様に、団体が長や職

員といった個人に対して金銭の支払いを請求するものであるという点において変わり

はないという考え方もあり、国家賠償法との関係について一定の配慮が必要であるとい

う考え方もある。 

④議会による長や職員の責任の免除 

 地方公共団体が長や職員に対して有する損害賠償請求権の放棄の実体的判断は議会

の裁量権に委ねられているが、議会は、その判断が政治的関係に影響を受けて客観性や
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合理性が損なわれ、裁量権の逸脱又は濫用となることのないようにすることが求められ

ている。 

 特に、住民訴訟において長や職員に対する損害賠償請求権の有無が争われている間に

当該権利を放棄することは、長や職員の賠償責任の有無について曖昧なまま判断するこ

ととなるという問題がある。 

⑤見直しの方向性 

 これらのことを総合的に勘案すると、全体のガバナンスの見直しにより不適正な事務

の抑止効果を高めるとともに、長や職員の損害賠償責任については、長や職員への萎縮

効果を低減させるため、軽過失の場合における損害賠償責任の長や職員個人への追及の

あり方を見直すことが必要である。 

 同時に、不適正な事務の抑止効果を維持するため、裁判所により財務会計行為の違法

性や注意義務違反の有無が確認されるための工夫や、４号訴訟の対象となる損害賠償請

求権の訴訟係属中の放棄を禁止することが必要である。 

 また、４号訴訟において長や職員個人に損害賠償請求を認める判決が確定した後は、

裁判所の判断を前提とした上で損害賠償請求権の放棄が客観的かつ合理的に行われる

ことに資するよう、損害賠償請求権を放棄する場合に監査委員等の意見の聴取を行うこ

とが必要である。 

 以上でございます。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの答申（案）につきまして、皆様から御意見、御質問を賜りたいと

存じますが、この答申（案）につきましては、地方六団体からの御意見等も伺いつつ取り

まとめておりますので、まずは国会議員の委員の皆様の御意見をお伺いしたいと存じます。

座席の順番によりまして、坂本委員から御発言をお願いいたしたいと思います。 

○坂本委員 ５点につきまして、意見を述べさせていただきたいと思います。 

 １つは、人口減少は今回の国勢調査でも予想を上回るペースでアンバランス、偏在が出

てきております。地域経営の主体として人口減少対策を講じつつ、引き続き持続可能な形

で行政サービスを提供する必要ということでありますが、やはり地域経営の主体としてと

いうことではなかなか追いついていけない状況になっていると思います。表現の仕方とし

て、あらゆる行政サービスを単独の市町村だけで提供する発想は現実的ではないという表

現も使われておりまして、ここには矛盾も感じるところであります。ですから、私は、道

州制とは言いませんけれども、今後、抜本的な統治機構のあり方あるいは自治体の枠組み

のあり方を検討していくべきであるということは何かの形で表記をすべきではないだろう

かと思います。2020年、東京オリパラのときあたりがピークになると思いますが、そうい

った時期を見据えながらさまざまな検討が必要ではないだろうかと思います。 

 ２点目でありますけれども、地方独立行政法人を地方公共団体が共同で活用。これは非

常に重要なことでありますので、ぜひ早急に制度設計をしていただいて、やはり制度化を
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急ぐべきであると思います。 

 さらには、３点目、ガバナンスのあり方で、監査委員につきましても、同じように監査

を支援する全国的な共同組織の構築等と書いてあります。これも今後の監査制度について

は有効であると思いますので、早急に制度化、立法化も含めて考えていくべきであると思

っております。 

 議会の監査についてでございますけれども、議選監査委員設置の選択制の導入というこ

とが言われておりますが、私は、今の議会の議選の監査委員さんたちを見る限り、非常に

名誉的なポストになっているところがあると思います。私自身としましては、当面、選択

制を導入しながらも、将来的には廃止の方向で考える。そして、議会は議会として、これ

は議会としてのチェック体制と執行に対するチェック体制というものがあるわけでありま

すので、議会のチェック体制としての充実強化を図っていくのが本来のあり方であると思

います。 

 最後に、住民訴訟、４号訴訟についてでございますが、これは早急に長や職員、こうい

った方々への責任追及のあり方は見直していかなければいけないと思います。私は熊本で

ございますけれども、南九州のほうは竹が多くて、竹のバイオマス発電を推進しようとい

うことになりまして、農林水産省もバイオマス発電の大きな補助金をつくりました。そし

て、国会議員の間にも竹資源活用議員連盟というものをつくりました。そういうことで、

あるまちが竹資源を活用して発電をしようとしたわけですけれども、結果として失敗をい

たしまして、住民監査請求で３億円。それを町長が拒否したことで住民訴訟になりまして、

先般、町長個人に対して約１億円の損害賠償請求が出ました。そして、その後、町長選挙

になりまして、その町長は控訴をしたわけでありますけれども、相手候補が控訴を取り下

げるというのを公約にして選挙をして、控訴を取り下げると公約した候補者が勝利をして

町長になって、控訴を結果として取り下げて、その前の町長の損害賠償が確定したという

ことであります。こういうものは、悪意を持ってやったわけではありませんし、議会も当

然知っていたわけですので、非常に厳しい状況、判決だなと思います。これから地方創生

に向かってさまざまな試みをそれぞれの首長さんたちがやらなければいけないときにこの

住民訴訟、４号訴訟が厳しい状況であるならば、ここに書いてあるような職員や首長さん

たちの委縮を招きかねないと思いますので、この見直しについてはぜひよろしくお願い申

し上げたいと思います。 

 今、聞きながら１点だけ表現としてどうかと思ったのですが、４ページの中ほどに「人

口減少が進み、資源が限られる中で、上述の要請に応えるためには、長、監査委員等、議

会、住民が連携することなく、その役割に漏れや重複が生じてしまうことになってしまわ

ないよう」と表現してありますが、表現の１つとして、「連携することなく」というものが

要るのかなと思いました。なくてもいいのではないか。こういう連携の使い方をしますと、

その後の連携中枢都市構想の連携と、連携という言葉が曖昧といいますか、矛盾を持った

使い方になりはしないだろうかと思いましたので、１点だけ指摘をさせていただきたいと
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思います。 

 以上であります。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 それでは、続いて、西銘委員、お願いいたします。 

○西銘委員 21ページの地方議会の幅広い人材の確保に関してですけれども、私自身の体

験からして、公務員的なサラリーマン職をやめて立候補をしようというときに大変な決断

が要ったなということからしますと、立候補に伴う各種制度の根拠。確かに民間企業、私

の知る限りでは、地方の市議会の議員で１人だけ兼務をしながらやっている方がいたが、

全体的にはそういう方が少ないので、そういう法制を含めて、企業に勤めながら議会活動

ができる点があるのかという点をどこかに書いてもらえないかなというのが１点。 

 そして、今、国会で地方議員の年金制度をどうしようかという議論が政党の中でも行わ

れていますが、厚生年金に一元化されるときに議会議員の年金のあり方についても、多様

な人材を確保するという意味では、どこかで触れられないかなという視点を感じました。 

 以上です。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 それでは、続いて、小川委員、お願いいたします。 

○小川委員 小川淳也です。 

 会長を初め、委員の諸先生方、また事務局の皆様の取りまとめに敬意を表したいと思い

ます。全体を通して人口減少下において、地方自治行財政をどう考えていくかという大変

時宜を得た分析であり、その点においては高く評価をするものでございます。 

 ２点だけ少し気になったところを指摘させていただきます。 

 事前に事務局から御説明をいただいた際にも少し指摘を申し上げたのですが、外部資源

の活用に際しての地方独法の活用について、住民票の交付を初めとした窓口業務を、恐ら

く現状でも大分行われているのだと思いますが、地方公務員にこれまでは原則としてお願

いしていたスタイルから、何らかの公的な法人で、そういう意味では、自由に採用もでき、

また場合によっては雇用形態も、よく言えば柔軟、悪く言えば非常に不安定で、恐らくは

賃金水準も低く、公務の一部が行われていくことが想定されているのだろうと思います。

大きな流れの中では、こういったことは当然やむを得ない面がありますし、必要なことも

あろうかと思いますが、一方で、例えば政権内部でも議論されています同一労働同一賃金、

こうしたものを拡充していくという考え方あるいは雇用の安定化、雇用格差の解消という

観点からは少し十分な議論が必要ではないかと思われますので、余り論点として浮き彫り

になっていないような気がするだけに、余計にこの点は指摘をしておきたいと思います。 

 もう一点、住民訴訟制度についての提言でございます。この点も大きくはやむを得ない

方向感だろうと思っているのですが、一部弁護士会から非常に慎重な意見がございますの

で、ここで言及させていただきます。あわせて、24ページの表現ぶりなのですが、確かに

委縮効果を招かないように留意すべきだという点においてはそのとおりだと思いますが、
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あくまでこれは違法行為でありますから、創意工夫を委縮させないためにあたかも違法行

為が是認されかねないかのような表現ぶりについては、よく注意すべきではないかと思い

ますので、そのあたりの趣旨が正確に表現されるように、この点は記述の問題であります

が、お願いしたいと思います。 

 以上です。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 それでは、石井委員、お願いいたします。 

○石井委員 石井正弘でございます。 

 私は、前半に総論的な意見、そして、後半には各論について意見を述べさせていただき

たいと思います。 

 まず、全体を受けての印象ですが、御案内のとおり、先般、国勢調査の結果が出まして、

予想以上に人口減少社会が本格的に到来し、東京等への一極集中が非常に進んでいる、ま

た、各都道府県内においても大都市に向かっての人口集中、人口移動が進んでいるという

実態が明らかになってきたところであります。今後このことがどうなっていくかというと

ころについては国民的な議論になっているところでありますが、大きな危機意識を持って

人口減少社会に対応していくための体制整備、地方行政の体制整備といったことを私は考

えていかなければいけないと考えるものであります。この点は、私も坂本議員の問題提起

とほぼ同じような考え方であります。人口が減少し、そして、高齢化が物すごい勢いで進

み、その担い手、働き手が減ってくる中にありまして、どうしても税収等もこれから先細

りする中で、福祉等々、高齢者対策が増えていくわけです。 

 こういった現状を踏まえますと、市町村の今後の体制、市町村自体が今後どうあるべき

なのか、今まで市町村合併という大変大きな苦難の道を歩んできましたけれども、これに

対してどう評価し、今後どうあるべきだという方向性を打ち出していくべきではないかと

考えます。 

 もちろん都道府県につきましても、御案内のとおり、国勢調査の結果が出まして、選挙

制度は大議論になっているわけでありますが、都道府県間にありましても、人口の大きい

ところから小さいところまで、非常に幅広い都道府県の形態がある中にあって、ますます

東京の一極集中等が進んでいる。こういった都道府県のこれからのあり方も含めて、国と

地方の関係といった大きな骨太の議論というものをぜひ行っていただくべきではないかと

思います。前回、同様の意見は述べたのですが、そういった大きな方向性がうたわれてい

ないところですが、今後の議論として、国民的な議論をしていくべきではないかというこ

とを記述していただくと、これからの方向性についてもより明らかになってくるのではな

いかという感じがし、意見を述べさせていただきました。東京一極集中、それから地方創

生ということが声高に言われている中でありますから、よりそのような感を強くするもの

であります。 

 もちろんみずからの行革、すなわち地方公共団体みずからももっと行革をやっていって、
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体制をスリムにして、重点的に投資すべき分野に人材や資源といったものを集中的に持っ

ていく、こういったみずからの大きな構造改革もやっていかなければいけない。 

 また、大きな流れとしては、地方分権の推進ということもぜひうたっていただきたいと

思います。触れられております地方分権の言葉を見ておりますと、「地方分権が進んでいく

中で」という客観的な動きを受けた表現は幾つか見られるのですけれども、地方分権をよ

り一層これからも進めていって、地方創生の大きな方向性に合致した地方公共団体のあり

方を考えていくべきだといったような方向性が出ると、もっと骨太の、これからの国民的

な議論にも資するようなものになってくるのではないかという感じがいたしました。 

 各論でありますが、17ページ、先ほど坂本委員がおっしゃったことと同じなのですが、

議選監査委員です。私も議会での監査委員を今まで見ておりましたが、ローテーションと

いいましょうか、順繰りに監査委員になっておられるわけでありまして、もちろん議会活

動として監査をするのは当然の役割であるわけですが、現実の実態から見ますと、今回の

提言にある選択制ということは一歩前進しているわけではありますものの、選択制という

ことになると議会との関係でなかなか首長さんは廃止という方向には踏み出すことが実態

上難しいのではないかという感じもします。こういったことを踏まえますと、思い切って

議選監査委員を廃止ということにして、より専門性を持った外部の方々に監査してもらう、

こういったことを検討するのも一つの方向性ではないかという感じがしております。 

 22ページの夜間・休日の議会開催は大賛成でありまして、それぞれの地方公共団体の実

態にあわせて、若い方とかサラリーマンの方あるいは女性、仕事を持っておられる方も議

会議員となってしっかりと意見を述べていただくことの方向性はいいのですが、そういう

ことができるような具体的な対応策、対策もあわせ記述していただくと、議会の活性化と

いう意味におきましてもよりいい方向性が出るのではないかと思います。 

 最後のところですが、住民訴訟です。これは私も首長さんの大きな損害賠償額を見てき

ておりましたので、方向性としては賛成です。議会での種々の議論を経て首長が議案とし

て決め、それを執行しているという見地からいたしますと、首長のみ、あるいは職員に対

してそういう過度な責任を負わせることは関係者が委縮する、あるいは新しいこれからの

さまざまな政策を考えているところにも影響が出てくるのではないかと考えますので、基

本的な方向性として賛意を表させていただきたいと思います。 

 以上です。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 それでは、野田委員、よろしくお願いします。 

○野田委員 野田でございます。 

 少し経験も踏まえて感想を述べさせていただきたいと思います。 

 今、石井委員のほうから申されました県のあり方について、このことは私もずっと考え

ておりまして、今回、小さな町村の補完あるいは広域連携施設の補完とか、いろいろ出て

まいりましたけれども、本当の意味で県がどういう役割を果たしていかなくてはいけない
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のかということをしっかりまた今後検討をお願いしたい。ちょうど私が市長をやっていた

とき、福岡県の市長会で、ほとんどの市長が、県がいろいろな施策を邪魔してくるとか、

そんな話があったところでございまして、非常にマイナス面も市町村長は感じている部分

もございますので、ぜひとも御検討をお願いしたいと思っております。 

 マネジメント、ガバナンスの問題でございますが、大分改革というか、地方自治法等の

改正をしていただきまして、助役と昔は言っておりましたが、何が助役なのかよくわから

ない。本当に昔ながらの言葉であったわけでありますけれども、私もいち早く副市長制な

どを導入して、複数の特別職で責任を持ってマネジメントをやっていくということをやら

せていただいたのですが、私はもっと広げて、部長まで１回辞表を出してもらって、連帯

責任で自治体マネジメント経営をやれないものだろうかということも思ったところでござ

いまして、ぜひともそのあたりも御検討いただければありがたいと思います。 

 監査のほうでございますけれども、昔は各自治体のOB等が監査をやるということで、非

常に甘くやっておった歴史等もあろうと思います。今は銀行の経験者とか民間経験者を積

極的に入れておられる自治体等が多いと思いますが、小さな町村あたりですと、複数の監

査をやるとか、そういうことも可能なのかなと思っておりますし、またレベルを上げるた

めに全国的な研さんの場、組織をつくっていただくのもありがたいと思います。また、議

選については、いろいろ話が出ましたけれども、必要ないのではないか。議員はまた違っ

た立場で監視ができるということではないかと思っております。 

 最後でございますが、住民訴訟の問題は、私は見直しについて違和感を覚える１人でご

ざいまして、私は知りませんでしたけれども、資料をいただきました。民主党から2013年、

違法な国庫支出金の支出等に関する監査及び訴訟に関する法律案というものを出させてい

ただいておりまして、国家財政の将来が懸念される中、住民訴訟制度の趣旨を国レベルま

で広げようというような法律の中身でありますが、夕張の市長などは今、頑張っておられ

ますけれども、破綻させたのは誰なんだみたいな責任論的な部分も今、地元で起こってお

るそうでございます。そしてまた、私も福岡県で例のカラ出張旅費の問題等、あれは61億

円ですか。これを知事初め、職員で返したということを経験させていただいております。

そういうことを含めると、安易にこの見直しが今の時代、本当にいいのだろうか。GPIFで

は問題等もございますけれども、そういうことを思うと、私はちょっとこの見直しは慎重

にやるべきではなかろうかと思っているところでございます。 

 どうもありがとうございました。 

○畔柳会長 議員の先生方、どうもありがとうございました。 

 それでは、このほか議員の方々、御意見のある方がいらっしゃれば、御自由に御発言い

ただきたいと思いますが、いかがでございましょうか。 

 では、本木委員、どうぞ。 

○本木委員 全国都道府県議会議長会会長、埼玉県議会議長の本木でございます。 

 今回の答申（案）に対しまして、意見を述べさせていただきます。 



 

29 

 

 総じて申し上げれば、議会三団体が提出いたしました重点５項目の検討事項に対して、

決算不認定の場合の首長の対応措置以外、具体的な方向性が示されていないのは、まこと

に残念であります。次期以降の地方制度調査会において、さらに議論を深めていただきま

すことを、強く期待しております。 

 以下、答申（案）に即しまして、本会の考え方を具体的に申し述べたいと思います。 

 まず、19ページの①議会招集についてでありますが、議会の招集権は長に専属する原則

を維持としております。しかし、現在、一定の条件のもと、議長に招集権が付与されてい

ることに鑑みれば、招集権が長に専属されていると考える必要はありません。議会は自己

の活動を自律的に決定すべきであり、議長が招集する制度とすべきであります。 

 次に、同じページの②議決事件の対象についてでありますが、これについては既に、第

29次地方制度調査会で議決事件の対象について拡大すべきと答申されており、速やかに制

度改正を行うべきであると考えます。 

 次に、20ページの③予算審議についてでありますが、予算に対する修正権の拡大につい

ては慎重に検討すべきとしております。しかし、予算の修正は、議会としても重要な問題

であると考えており、減額修正する場合も慎重審議の上、行っております。このため、予

算の増額修正だけ、長の提出権限を侵すことができないという制約をかける必要はないも

のと考えております。 

 次に、21ページの（３）議員に求められる役割についてであります。同じページ下段の

（４）幅広い人材の確保で、議員のなり手不足の要因の一つとして、住民から議員の活動

が適切に認識されていないことを指摘しております。私どもはまさに、この指摘の解消の

ため、議員の位置付けの明確化が必要であると主張しているのであります。さらなる地方

分権の進展のためには、住民自治の拡充が喫緊の課題であり、そのためには、住民自治の

柱である地方議会の機能強化等が必要不可欠であります。地方制度調査会として、地方議

会のあり方について、基本的な考え方を具体的に示していただきたいと存じます。 

 以上が答申（案）に対する意見でございます。 

 ありがとうございました。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見ございますでしょうか。どうぞ。 

○岡下委員 全国の市議会議長会会長を仰せつかっております高松市議会議長の岡下であ

ります。 

 初めに、専門小委員会の皆様方には、これまで熱心に御論議をいただきまして、心より

敬意を表したと思います。 

 答申（案）に対しまして、市議会を代表いたしまして、何点か申し上げたいと思います。 

 まず、第２、行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制の１、広域連携等に

よる行政サービスの提供についてであります。今回、連携中枢都市の要件に関して、いわ

ゆる複眼型の連携中枢都市を認める方向性が示されました。第27回の専門小委員会で私が
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申し上げましたように、連携中枢都市圏、定住自立圏を形成できる素地があるものの、要

件を満たしていない地域においても、地域の実情に応じまして連携を図ることができるよ

う、意欲のあります自治体を後押しするような取り組みにしていただきたいこと。また、

連携中枢都市圏、定住自立圏等のさらなる推進を図るため、財政支援措置の拡充をお願い

したいと思います。 

 次に第３、適切な役割分担によるガバナンスの３、議会に関してでありますが、議会三

団体の５項目の要請事項のうち、20ページの④決算審議。決算不認定の場合の地方の対応

措置を盛り込んでいただきましたことについては感謝を申し上げたいと思います。しかし

ながら、他の４項目については今回も引き続き検討、慎重に検討などとされていることは、

大変残念に思っております。特に契約の締結、財産の取得・処分の議決対象範囲について

は、今回の答申（案）では特に言及はありませんが、第29次地方制度調査会答申において

は、現行より合理的な範囲内で拡大すべきとされたものの、その後、関係法令の改正は行

われておりません。特別区を含めた市は、政令指定都市を別にしたとしても、中核市、特

例市、一般市、特別区の区別があり、人口規模にも大きな違いがありまして、置かれてい

る環境も多岐にわたっておりますことから、指定都市以外の市を一律に最低基準等を定め

ることは合理的とは言えないと考えております。本件に関しては、議会三団体は各自治体

で条例で定めることができるようにすることを求めておりまして、議決対象範囲の拡大に

ついては、速やかな対応を求めてまいりたいと思います。 

 また、議長の議会招集権の付与、地方議会議員の法的位置づけの明確化、予算修正権の

制約の見直しについても、先ほど都道府県議長会の本木会長から御発言があったとおりで

あり、重複は避けますが、地方分権時代における地方議会の役割、責任の増大を踏まえ、

今後早期に実現をしていただきたいと考えております。 

 私からは以上であります。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 それでは、藤原委員、お願いします。 

○藤原委員 全国町村会長の藤原でございます。 

 まず、答申素案の取りまとめに向けまして、大変御尽力いただきました畔柳会長さん、

また碓井副会長さん、長谷部委員長さんには心より感謝を申し上げます。 

 諮問事項であります各項目につきましては、いずれも全国の町村にとって重要な課題で

あります。そのような中、取りまとめをいただきました答申素案についてはおおむね理解

をしております。特に住民訴訟につきましては、最終的に地方公共団体が長や職員といっ

た個人に対して金銭の支払いを請求するという点において、国家賠償法上の求償にかわる

ものではありません。したがいまして、現行法下における不均衡の解消のため、軽過失の

場合における損害賠償責任の長や職員個人への追及のあり方を見直すべきとの今回の答申

（案）については十分に理解できるものと考えております。 

 なお、地方公共団体における内部統制体制の整備等の制度化につきましては、かねてよ
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り慎重な検討をお願いしてまいりましたが、今後、制度化を行う場合には、人口数や職員

数の少ない町村の実情に十分配慮していただきたいと考えておりますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 以上です。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 それでは、続いて、飯田委員、お願いします。 

○飯田委員 全国町村議会議長会会長の三重県朝日町議会議長の飯田でございます。 

 専門小委員会の委員の皆様におかれましては、これまでの熱心な御審議に対しまして、

敬意を表する次第でございます。私も、昨年11月30日開催の第27回専門小委員会では、発

言の機会をいただきまして、調査会答申（案）の12ページの第３、適切な役割分担による

ガバナンスについて何点か申し上げました。本日、答申（案）を拝見しますと、前回出席

したときの答申（案）に比べ、15ページの２、監査委員等では、統一的な監査基準は各団

体の実情を踏まえた弾力的な設計を考えていることや、議会選出の監査委員の重要性にも

触れていただいたこと、また、18ページの３、議会についても、議会事務局の共同設置を

図るべきとの記述が修正されており、私どもの主張をお酌み取りいただいたことに感謝を

申し上げたいと存じます。 

 今後のお願いといたしましては、人口減少社会が進み、資源が少なくなる中で、議会の

果たすべき役割の重要性を考えますと、議会活動はもちろんのこと、地方公共団体の事務

の調査研究や住民代表としての住民意思の把握といった議員活動の充実が求められてくる

ことから、議員の位置づけ、役割の明確化について引き続き検討をお願いいたしたいと存

じます。 

 また、町村議会に関しましては、幅広い人材の確保と議員のなり手不足に対応した処遇

改善のための提言の検討や、一層の調査研究の充実が必要であることから、透明性の確保

を図った上で、町村では、条例制定状況が全体の２割程度である政務活動費の積極的活用

を促すこと、さらには、町村議会議員の選挙においては、市議会議員選挙と同様に選挙運

動用の自動車借り上げ及びポスター代についても条例によって公営選挙の対象となること

などについて、今後もしっかり町村議会の実情を踏まえて御論議していただきたいと存じ

ます。 

 これで私からの発言を終わらせていただきます。 

 よろしくお願いしたいと思います。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 それでは、そのほかの方で何か御意見等ございましたら御自由に御発言をいただきたい

と思います。 

 どうぞ、武藤委員。 

○武藤委員 専門小委員会の委員として議論に加わってまいりましたが、ここでの議論と

いうのは細かいところまで議論し尽くすことはなかなか難しいところがございまして、専
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門小委員会として議論した案がここで最終的に議論された。それで確定していくというこ

とになるのだと思います。これについて、委員の皆さんが全員一致でこういうことになっ

たということではございません。とりわけ、きょうも最終的に御意見がございました住民

訴訟などについては、日弁連からの反対意見などは届いたのが大分遅かったものですから、

それを参考にしながら細かい議論する余地は余りなかったということもございまして、こ

ういう答申の案文になって、ここに出てきているわけでありますが、個人的には納得が行

かないなと思うところも多々ございますし、もちろんこういう方向性でいいと思っている

ものも多々あります。 

 そういう意味では、言うまでもありませんけれども、意見が全員一致ということではな

いということは踏まえていただき、今後さらに見直しが必要だということについては、こ

れまでに検討されなかったその他の意見も踏まえながら見直しの方向性を考えていただけ

ればと思っております。 

 以上でございます。 

○畔柳会長 ありがとうございました。 

 ほかの専門委員の方ももし意見があればどうぞ御自由におっしゃってください。 

 よろしゅうございましょうか。 

 それでは、今、まさに武藤委員に私のかわりにおっしゃっていただいたようなところが

あるのですけれども、きょうは貴重な御意見をたくさんありがとうございました。この過

程において専門委員の方々に大変熱心にいろいろな意見をいただいて、結果としてきょう

のような表現になっているということも多々ございます。そういう意味で、きょういただ

いた御意見で今後の検討課題ということについては事務局とも十分に踏まえまして対応し

てまいりたいと思いますので、もしこれで御発言がなければ締めくくりにさせていただき

たいと思います。 

 ということで、本日御議論いただきました「人口減少社会に的確に対応する地方行政体

制 及びガバナンスのあり方に関する答申」につきましては、本調査会として、本案のとお

り答申を取りまとめることといたしますが、よろしゅうございましょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○畔柳会長 それでは、そのようにさせていただきます。ありがとうございました。 

 それでは、本日の第３回の総会が第31次地方制度調査会の最後の総会になりますので、

一言御礼申し上げたいと思います。 

 委員の皆様方には、熱心に御審議いただきまして、まことにありがとうございました。 

 平成26年５月15日に開催された第１回総会におきまして、安倍内閣総理大臣から諮問を

受けて以来、約２年にわたり審議を進めてまいりました。皆様の御協力をもちまして、答

申を取りまとめることができました。 

 これは御高承のとおり、我が国は人口減少社会に突入して、地域社会の持続可能性につ

いての危機意識が急速に高まっているところでございます。特に既に厳しい現状に直面し
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ている小規模な市町村を含め、人々の暮らしを支える地方自治体が行政サービスを適正か

つ持続可能な形で提供できるようにすることが喫緊の課題となっております。この答申は

このような課題に対応するための方策として現時点で一定の方向性を示すことができたの

ではないかと考えております。 

 本日取りまとめました答申は、後日、私から安倍内閣総理大臣にお渡しする予定でござ

います。政府におかれましては、この答申の趣旨を踏まえていただいて、着実に実行に移

されるようお願いしたいと考えております。 

 以上をもちまして、第31次地方制度調査会第３回総会を閉会とさせていただきます。 

 熱心に御審議いただきまして、まことにありがとうございました。 


